(1) 保安機関認定申請書....(様式第12)　　【事前申請】　　　　
　　(添付書類)
　　 ①保安業務に係る事業所の名称及び所在地....様式第12、法29-(2)-③
　　　 認定を受けようとする保安業務区分....様式第12

　　　 保安業務区分ごとの一般消費者等の数....様式第12

　　　　（確認事項）下記②の保安業務計画書の内容と一致するか確認。
　　　　　　　　　　本紙、「事業所の名称及び所在地」と「保安機関認定申請内訳表」として別用紙で申請される場合もあります（旧様式集の例）。
     ②保安業務計画書( 様式第13 )...規則30-(2)-①
　　　　（確認事項）保安業務計画書についてはＱ＆Ａのとおりです。
保安業務計画書
	Ｑ１０　保安業務計画書の記載方法について教えてください。




Ａ１０  保安業務計画書は様式が定められています（規則様式第１３）。保安機関の手続きでは添付することが多い書面ですので次の点に注意して記載してください。
　①事業所の名称
　　　社名から含めて事業所名を記載してください。事業所の名称を変更した場合は下線を引いて変更した旨注意書きをしてください。
　②事業所の所在地
　　　都県名から記載してください。住所表記の変更等があった場合には下線を引いて変更した旨注意書きをしてください。
　③一般消費者等の数
　　　認定を受けようとする（又は既に受けている）一般消費者等の数を記載してください。認定を受けていない区分については、「０」又は「－」の表記をしてください。
　④保安業務資格者の数
　　　保安業務資格者は規則第３６条第２項、規則第３７条第５号により、液化石油ガス設備士、第二種販売主任者、製造保安責任者、その他（保安業務員講習修了証取得者、業務主任者代理者講習修了認定証取得者）となっています。「その他」以外の資格は、試験合格証のみでは不可です（必ず資格者免状を都県から発行されていること)。また、液化石油ガス設備士については法定の再講習（資格取得後翌年度起算の初回３年・２回目以降５年毎；規則第１０９条）を受講していないと当該業務を行うことができないため人数に含めることができません。
　　　なお、各人数は本計画書を提出する際の当該事業所に所属する資格者の実人数を記載してください（１名で複数の資格を所有している者は１つの資格のみカウントしてください）。この実人数と次の⑤⑥で記載した人数は次の要件を具備していなければなりません。

	
	　「保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告示」(保安業務告示)
	

	
	　第２条
	

	
	　　第２号　事業所ごとに要する保安業務資格者の数の基準 *
	

	
	　　第４号　保安機関の保安業務資格者のうち、事業所ごとに少なくとも１名
	

	
	　　　は第二種販売主任者又は液化石油ガス設備士の免状の交付を受けた者で
	

	
	　　　あること。
	


要件を具備できなくなることが予想される場合には、資格者を増員させるか又上記③の認定を受けた一般消費者等の数を減少する等の手続きをとる必要があります。
　⑤調査員の数
　　　調査員の数欄には、調査員、充てん作業者（平成１２年４月１日以降の資格取得者又は再講習を修了した者）の数を含めて記入すること。なお、上記④の資格者に含めている者はカウントしないでください。
　　（注）調査員と充てん作業者は法令上明確に区分けされており（規則第３６条第１項第３号表中イ、ロ、ハ）、保安業務の技術的能力算定表では定期供給設備点検の算定計算で充てん作業者のみ人数分マイナスが可能です（充てん作業者がバルク供給設備の定期供給設備点検を行う場合に限る）。
　⑥保安業務資格者及び調査員以外の者であって保安業務に従事する者
　　　点検又は調査に際し保安業務資格者を補助する者のことをいいます。事務所において事務に従事する者であって保安業務資格者に同行しないものは含まれません（通達保安機関の認定関係１．(1)①）。上記④⑤に含めていない者の数を記載してください。
　⑦年間実働日数又は平均月間実働日数
　　　年間実働日数は定期供給設備点検及び定期消費設備調査を実施する年間の実働日数です。平均月間実働日数は容器交換時等供給設備点検を実施する月間平均の実働日数です。各日数は当該事業所の実態にあった日数を記載してください。前回の記載から見直した場合は下線を引いて変更した旨注意書きをしてください。
　⑧保安業務用機器
　　　当該事業所に常備されている保安業務用機器の実数を記載してください。他の事業所（関係会社等を含む）から借りている機器の場合、その事業所で保安業務用機器の台数にカウントされている場合は台数として含めることはできません。
      当該台数は保安業務告示第３条に記載された算定計算（手続き案内ｐ８８参照）の必要台数以上の保安業務用機器を保持している必要があります。必要台数を下回る体制になることが予想される場合には、上記③の認定を受けた一般消費者等の数を減少する等の手続きをとる必要があります。
  ⑨緊急時対応を行う場合にあってはその方法
　　　緊急時対応の認定の申請をする(又は認定を受けた)保安機関のみが記載することになり、具体的には、出動するための手段（自動車、オートバイ等）、緊急時の連絡の受信方法（電話等）及び集中監視システムの導入の有無について記載してください（通達保安機関の認定関係１．(1)②）。
(2) 保安業務規程（変更）認可申請書････（様式第17・18）　　【事前申請】　　
　（添付書類）
1 保安業務規程本文････規則第３９条第２項各号および通達第３９条関係
（平成２５年３月２９日付２０１３０２０８商局第３号　「保安機関の認定及び保安機関の認可に係る運用及び解釈について」を参照。）
　　　（確認事項）
関東液化石油ガス協議会が平成９年４月１日（平成１２年４月改訂）に制定した「販売事業登録・保安機関認定等申請様式集」の記載例を２０１９年４月に改訂しましたので、参考にしてください。
2 保安業務計画書（様式第１３）････規則第３０条第２項第１号、保安業務規程本文第２条を参考にしてください。
保安業務規程の変更手続きについて

	Ｑ１１　保安業務規程変更認可申請が必要な事項はどのような場合でしょうか。



Ａ１１　当局では保安業務規程で定めるべき事項（規則第３９条第２項第１号から第６号）の内容を変更しようとする場合を変更認可対象としています（第７号は対象外）。
　保安業務規程に定めるべき事項（規則第３９条第２項）
    第１号　事業所の所在地
　　第２号　各事業所ごとの保安業務を行うことのできる保安業務区分ごとの一般消費者等の数
　　第３号　保安業務を行うことのできる者の数及びその事業所ごとの配置に関する事項
　　第４号　保安業務用機器の種類及び数並びにその事業所ごとの配置に関する事項
    第５号　保安業務区分ごとの保安業務の実施の方法
    第６号　保安業務の結果を液化石油ガス販売事業者に連絡する方法
　（第７号　前各号に掲げるもののほか、保安業務に関し必要な事項）
　　【保安業務規程変更認可申請が必要な事項】

（関東東北産業保安監督部の場合について）
　　　(1)　保安業務規程の内容を変更しようとする場合（注１）
　　　(2)　新たな保安業務区分の認定を受けようとする場合
　　　(3)　保安業務区分の認定を取り消そうとする場合
　　　(4)　保安業務区分の消費者の数の増加又は事業所を増加しようとする場合
　　　(5)　保安業務区分の消費者の数の減少又は事業所を減少しようとする場合
　　　(6)　保安業務資格者の数が算定計算により求められた必要人数を下回る予定の場合(→(5)の手続きを要す）（注２）
　　　(7)　保安業務用機器の数が算定計算により求められた必要台数を下回る予定の場合(→(5)の手続きを要す）
　　　(8)　事業所の所在地を変更しようとする場合（注３）
　　　(9)  保安機関を承継しようとする場合

　　　(注１)　保安業務規程本文中、規則第３９条第２項第５号(保安業務区分ごとの保安業務の実施の方法）及び第６号（保安業務の結果を液化石油ガス販売事業者に連絡する方法)の変更に限る。
　　　(注２)　規則第３１条第１項(認定の基準)により保安業務資格者の算定計算により求められた必要人数以上の体制を確保しなければなりません。このため、どうしても必要人数を確保できない場合は、認定数を減ずることで必要人数を減じなければなりません。なお、前回提出時より保安業務資格者数が減っても、算定計算必要数を上回っていれば変更認可手続は不要です。

　　　　　　（手続き不要の例）
          　   保安業務計画書に記載した     前回　　  今回   （算定計算必要人数）
            　 保安業務資格者の数　　　　　 ４名      ３名　  ＞  　  ２名
　　　　　　　また、調査員や充てん作業者の数についても保安業務資格者の数とともに算定計算に当てはめ、必要人数を満足していれば変更認可手続は不要です。
　　　(注３)　「事業所の名称」及び「事業所の所在地」の変更についてはＱ３を参考にしてください。
保安業務資格者の数の増減について
	Ｑ１２　保安業務資格者の異動又は退職で保安業務計画書の人数と実人数が変わりそうです。どのような手続が必要でしょうか。




Ａ１２　従来は保安業務規程変更認可申請手続きをとるよう指導がありましたが、算定計算に当てはめ、必要人数を満足していれば変更認可手続きをとらなくてもよいことになりました（Ａ１１（注２）を参考にしてください）。また、保安業務資格者の数の記載方法は現状の各事業所の資格者の人数とするようにしてください（Ａ１０④を参考にしてください）。

緊急時対応を行おうとする一般消費者等の範囲を示した図面

	Ｑ１３　緊急時対応範囲図はどのような時に添付すべきでしょうか。



Ａ１３　次の場合に添付してください。
　①保安機関認定(更新)申請
　②事業所の新設・移転時　→ 一般消費者等の数の増加認可申請・保安機関変更届どちらかに添付
	Ｑ１４　緊急時対応範囲図はどのように記載すべきでしょうか？



Ａ１４　次の内容を盛り込んでください。
　①原図面の大きさは縮尺は特に問いませんが、町村名が特定できるものを採用してください。
　②事業所の所在地及び事業所の名称の表記
　③縮尺又はスケールの表記（概ね１０ｋｍ程度）
　④緊急時対応範囲の明示（道路の実態にあったいわゆるアメーバ状とし、山間部等の３０分で到達が困難な場所は除くこと）
　⑤事業所から半径２０ｋｍの円（時速４０ｋｍで直線距離で３０分の目安）
　　　従来記載されていた事業所から半径２０ｋｍの円は今後、緊急時対応範囲とは見なしません。緊急時対応範囲は事業所から法定速度で実際に３０分以内で到達できる範囲を図示してください(保安業務告示第２条第３号ロ)【別添１】参照。なお、高速道路の利用等により半径２０ｋｍの円を超えて対応する場合にあっては【別添２】を添付してください。
　　　各事業所においては緊急時対応範囲図の見直しを行い、範囲外の一般消費者等が確認された場合は他の事業所に委託する等の措置をとってください。見直し後の図面は各事業所で保管し、次回の保安機関の手続きの際に併せて当局に提出してください。
　　　変更として届出する必要はありません。
　　　なお、認定販売事業者においては、保安確保機器が設置されている一般消費者に対し事業所から半径４０ｋｍ以内又は６０ｋｍ以内を対応範囲とすることができます（認定販売事業者告示第７条）。
保安機関認定更新申請時の留意事項

	Ｑ１５　保安機関認定更新申請書はいつ頃提出すればよいでしょうか。また、どのような手続きになるのでしょうか。



Ａ１５　①認定(更新)期限の確認
　　　　　　保安機関認定(更新)書に認定(更新)期限が記載されています。なお、認定(更新)を受けてから他の保安機関の承継手続きをしている場合は、被承継者の認定(認定更新)期限が早く到来する場合があります。その場合には、早く到来する期限に合わせて全事業所の更新手続きをとる必要があるので注意が必要です。
　　　　②申請書提出期限
　　　　　　①で確認した認定(更新)期限から３０日前までに保安機関認定更新申請書を認定行政庁に申請するよう規則で定められています。
　　　　　（例）関東東北産業保安監督部では５月３１日が認定(更新)期限の場合、５月３１日を起算日とし、３０日間より前の５月１日が提出期限となります。
　　　　③申請受付開始時期
　　　　　　申請受付は認定(更新)期限から概ね５０日前から受付けします。
　　　　④申請書の事前確認（面談）
　　　　　　認定(更新)期限３ヶ月前から書面の事前確認を面談で行いますので、手続き案内（記載例）や認定更新ガイドによる書面づくりを行ったうえで、当局あて面談の日取りについて連絡をとってください。また、認定数の増減も併せて行う場合にはこの面談時に確認を行ってください。
　　　　⑤社内点検の実施
　　　　　　当局では更新に併せて保安業務及び保安機関の体制に関する社内点検を依頼しています（面談の際に「更新にあたって社内で点検していただく項目」を配布しています）ので、点検結果を認定更新申請時に説明してください。
	Ｑ１６　保安機関認定(更新)申請書を作成していますが、留意すべき点は何ですか。




Ａ１６　次のとおり
　①保安業務計画書
      Ｑ１０を参考に記載してください。
　②保安業務資格者等一覧表及び免状の確認
　　　当局では保安業務計画書に記載された保安業務資格者、調査員及び充てん作業者の数に相当する資格者の在籍状況を確認しています。免状を複数取得している者については記載優先順位は問いません。なお、液化石油ガス設備士（再講習受講記録添付要）又は第二種販売主任者については、いずれの免状でもかまいません。
　　③緊急時対応範囲図
　　　　Ｑ１４を参考にしてください。
　　④損害賠償の支払い能力を証する書面
　　　イ．保険を協会等で手続きした場合
　　　　・付保証明(写)を添付してください（付保証明(写)を入手できていない場合は、加入時の引受証(写)及び各事業所毎の内訳書(トン数・消費者戸数の確認)でも可）。
　　　ロ．民間の保険会社に加入している場合
　　　　・付保証明(写)を添付してください（付保証明(写)を入手できない場合は上記イ．と同様）。
　　　　・法令上の基準を満足した保険内容かを約款等の写しで提示(該当頁の写し等)してください（規則第３２条各号及び保安業務告示第４条(保安機関の損害賠償の基準)）。
　　⑤役員及び規則第33条に定める構成員の構成を説明した書面
　　　　当該書面は役員名簿、社員名簿、組合員名簿、株主リスト等であり、役員及び構成員の３分の２が、法律通達３１条関係の(1)～(3)（認定の基準）に該当しないことを説明した書面をいいます【別添３】参照。様式集の役員・株主リストは説明書の添付書類としてください。なお、本内容を説明した書面であればこれに代わるものでもかまいません（通達保安機関関係１．(4)要約）。

	
	　法通達第３１条関係（認定の基準）
	

	
	　法第３１条第３号中「その役員又は法人の種類に応じて規則第３３条で定める構成
	

	
	員の構成が保安業務の公正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある場合とは、原則とし
	

	
	て、役員及び構成員のうち次に掲げる者の合計の割合が３分の１を超える場合をいう。
	

	
	（法第２７条第１項第４号に定める業務（自ら出動することなく行うものに限る。）の
	

	
	みを行う保安機関を除く。)
	

	
	（１）液化石油ガス供給設備若しくは消費機器を製造する事業を主たる事業として行っ
	

	
	　　　ている者又はその役職員
	

	
	（２）液化石油ガス供給設備若しくは消費機器を販売する事業を主たる事業として行っ
	

	
	　　　ている者又はその役職員
	

	
	（３）液化石油ガス設備工事の事業を主たる事業として行っている者又はその役職員
	


　⑥保安業務以外の業務の種類等の説明書
　　　様式集の書面の他、対外的な説明に用いられている会社概要書等でもかまいません（通達保安機関関係１．(5))。
　⑦登記簿抄本
抄本の具体的な必要掲載項目が法令上定まっておりません。当局では、商号(社名）、本店所在地、役員に関する事項を確認しており、登記簿謄本（法務局では「現在事項全部証明書」という場合があります）であれば全て確認できます。なお、添付は法務局で交付された正本に限ります。
　⑧欠格条項に該当しないことの誓約書
　　　申請者が個人である場合は自らが誓約する書面、申請者が法人である場合は代表者が役員及び当該法人について誓約する書面としています（通達保安機関関係１．(6))。
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